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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年11月期第２四半期 922 3.5 △83 － △76 － △77 －

2021年11月期第２四半期 891 △18.8 6 △81.5 20 △31.0 29 39.4

（注）包括利益 2022年11月期第２四半期 △94百万円（－％） 2021年11月期第２四半期 25百万円（13.2％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年11月期第２四半期 △23.84 －

2021年11月期第２四半期 9.78 9.48

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年11月期第２四半期 1,910 1,126 58.9 342.26

2021年11月期 2,053 1,140 55.5 359.86

（参考）自己資本 2022年11月期第２四半期 1,124百万円 2021年11月期 1,139百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2020年11月期 － － － 0.00 0.00

2021年11月期 － －

2021年11月期（予
想）

－ － －

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,650 50.1 60 － 50 653.0 25 － 7.65

１．2022年11月期第２四半期の連結業績（2021年12月1日～2022年５月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2022年11月期の連結業績予想（2021年12月１日～2022年11月30日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無
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①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年11月期２Ｑ 3,287,200株 2021年11月期 3,169,600株

②  期末自己株式数 2022年11月期２Ｑ 2,100株 2021年11月期 2,100株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年11月期２Ｑ 3,248,915株 2021年11月期２Ｑ 3,033,392株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有

新規     ２ 社  （社名）（株）アサヒホームテクノ、アサヒニノス（株）、除外     － 社  （社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：有

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述等についてのご注意)

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ.３「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測

情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間における日本及び世界経済は、新型コロナウイルス感染症の感染者数が抑制され、活

動の制限緩和により社会的経済活動が正常化へ向かう一方、急激な円安による為替相場の変動や、ロシア・ウクラ

イナ情勢に端を発する資源等の価格の上昇など、景気の先行きは不透明感を増している状況にあります。

　このような経済環境の中、当社グループは、2022年11月期から2024年11月期までの事業年度３期を対象とした中

期経営計画「４Ｓ-ＵＰＰＬＡＮ」を策定いたしました。

　『住宅設備メーカー企業から「住まいと暮らし」創造企業グループへ』を基本的経営方針として住宅設備機器製

造事業から派生する事業を事業多様化戦略により展開し、より幅広く、より多くの方々に、より良い「住まいと暮

らし」を提供することの出来る企業体へと転換を図ります。（詳しくは、2022年６月10日付「中期経営計画策定に

関するお知らせ」をご欄下さい。）

　子会社である株式会社アサヒホームテクノ及びアサヒニノス株式会社において「ライフスタイル事業」を展開し

て参ります。

　アサヒニノスにおいては生活関連製品等の輸出入販売と、ＥＳＧ経営の一環として資源リサイクル事業及び脱プ

ラスティック素材の取扱いを行って参ります。また、アサヒホームテクノにおいては、主にＥＳＧ経営の一環とし

て太陽光発電システム・蓄電池システムの販売及び施工、新電力代理店事業、ＥⅤ充電器プロジェクトを展開し、

また住宅リフォーム事業も外部企業との協業により展開していく計画としております。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は922百万円(前年同四半期比3.5％増加)、営業損失は83百万円

(前年同四半期は営業利益６百万円)、経常損失は76百万円(前年同四半期は経常利益20百万円)、親会社株主に帰属

する四半期純損失は77百万円(前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益29百万円)となりました。

　なお、当社グループは住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。

（２）財政状態に関する説明

①　資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末の資産総額は1,910百万円となり、前連結会計年度末に比べ142百万円の減少となり

ました。その主な要因は、現金及び預金が301百万円減少したことと、商品及び製品が160百万円増加したことによ

るものであります。

　負債につきましては783百万円となり、前連結会計年度末に比べて129百万円の減少となりました。その主な要因

は、長期借入金102百万円の減少によるものであります。

　純資産につきましては1,126百万円となり、前連結会計年度末に比べて13百万円の減少となりました。その主な

要因は、新株予約権の行使による株式の発行により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ33百万円ずつ増加したこと

によるもの及び利益剰余金の72百万円の減少並び為替換算調整勘定の10百万円の減少によるものであります。

②　キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、前連結会計年度末より

301百万円減少し、606百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において営業活動による資金の減少は229百万円(前年同四半期は27百万円の増加)と

なりました。これは主にたな卸資産が160百万円の減少及び税金等調整前四半期純損失を74百万円計上したことに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において投資活動による資金の減少は16百万円(前年同四半期は４百万円の減少)とな

りました。これは主に有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出11百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において財務活動による資金の減少は46百万円(前年同四半期は193百万円の増加)と

なりました。これは主に新株予約権の行使による株式の発行による収入63百万円と、長期借入金の返済による支出

102百万円があったことによるものであります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2022年11月期の通期の連結業績予想につきましては、2022年１月19日に公表いたしました業績予想を据え置きと

させていただきます。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 907,876 606,604

受取手形及び売掛金 291,616 290,053

電子記録債権 83,862 78,470

商品及び製品 236,766 397,277

前渡金 44,628 22,031

その他 34,426 53,868

貸倒引当金 △10,402 △10,973

流動資産合計 1,588,774 1,437,332

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 60,830 68,936

構築物（純額） 2,340 2,229

工具、器具及び備品（純額） 11,689 10,314

土地 254,767 254,767

リース資産（純額） 15,013 12,842

建設仮勘定 － 428

有形固定資産合計 344,641 349,518

無形固定資産

ソフトウエア 345 27,696

ソフトウエア仮勘定 28,858 260

無形固定資産合計 29,203 27,956

投資その他の資産

投資不動産（純額） 64,292 63,518

出資金 60 60

差入保証金 26,247 31,610

その他 24 250

投資その他の資産合計 90,625 95,439

固定資産合計 464,470 472,915

資産合計 2,053,245 1,910,247

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 21,858 39,839

短期借入金 8,350 3,352

１年内返済予定の長期借入金 241,608 208,948

未払金 68,952 53,672

未払費用 19,568 21,032

未払法人税等 15,852 13,119

賞与引当金 2,280 2,550

製品保証引当金 6,169 6,169

その他 20,107 15,135

流動負債合計 404,746 363,819

固定負債

長期借入金 420,865 351,463

役員退職慰労引当金 14,002 891

退職給付に係る負債 33,635 31,424

預り営業保証金 24,113 22,260

その他 15,203 13,401

固定負債合計 507,820 419,441

負債合計 912,566 783,260

純資産の部

株主資本

資本金 1,852,120 1,885,236

資本剰余金 448,870 483,027

利益剰余金 △1,154,119 △1,226,382

自己株式 △1,983 △1,983

株主資本合計 1,144,887 1,139,898

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △5,018 △15,552

その他の包括利益累計額合計 △5,018 △15,552

新株予約権 809 80

非支配株主持分 － 2,560

純資産合計 1,140,678 1,126,986

負債純資産合計 2,053,245 1,910,247
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年12月１日
　至　2021年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日

　至　2022年５月31日)

売上高 891,217 922,179

売上原価 558,885 605,865

売上総利益 332,331 316,313

販売費及び一般管理費 325,823 400,290

営業利益又は営業損失（△） 6,508 △83,976

営業外収益

受取利息 144 647

為替差益 7,674 9,275

仕入割引 909 902

雇用調整助成金 9,555 －

雑収入 1,665 1,306

営業外収益合計 19,949 12,131

営業外費用

支払利息 2,541 3,595

支払保証料 759 701

売上割引 1,952 －

雑支出 785 424

営業外費用合計 6,038 4,721

経常利益又は経常損失（△） 20,419 △76,566

特別利益

短期売買利益受贈益 21,043 －

負ののれん発生益 － 2,266

特別利益合計 21,043 2,266

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
41,463 △74,300

法人税等 11,800 3,105

四半期純利益又は四半期純損失（△） 29,663 △77,405

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
29,663 △77,441

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 35

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年12月１日
　至　2021年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日

　至　2022年５月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 29,663 △77,405

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △4,551 △17,584

その他の包括利益合計 △4,551 △17,584

四半期包括利益 25,112 △94,990

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 25,112 △95,025

非支配株主に係る四半期包括利益 － 35

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年12月１日
　至　2021年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年12月１日

　至　2022年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
41,463 △74,300

減価償却費 11,342 10,967

貸倒引当金の増減額（△は減少） △281 571

賞与引当金の増減額（△は減少） 140 270

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,454 △2,210

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,066 △13,111

受取利息 △144 △647

支払利息 2,541 2,798

負ののれん発生益 － △2,266

為替差損益（△は益） 115 △9,275

助成金収入 △9,555 －

売上債権の増減額（△は増加） △3,741 6,954

棚卸資産の増減額（△は増加） △15,394 △160,510

仕入債務の増減額（△は減少） 10,351 17,981

未払金の増減額（△は減少） △3,636 △17,430

前渡金の増減額（△は増加） 12,801 22,597

その他 △22,596 △4,241

小計 25,925 △221,852

利息及び配当金の受取額 144 647

利息の支払額 △2,631 △2,798

法人税等の支払額 △10,798 △5,838

助成金の受取額 15,195 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 27,835 △229,842

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,425 △9,985

無形固定資産の取得による支出 △2,500 △1,260

敷金及び保証金の差入による支出 － △5,363

その他 70 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,855 △16,608

財務活動によるキャッシュ・フロー

新株予約権の行使による株式の発行による収入 196,899 63,739

短期借入金の返済による支出 － △4,998

長期借入金の返済による支出 － △102,062

自己株式の取得による支出 △40 －

リース債務の返済による支出 △3,142 △2,731

財務活動によるキャッシュ・フロー 193,716 △46,051

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,666 △8,769

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 212,030 △301,271

現金及び現金同等物の期首残高 825,590 907,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,037,620 606,604

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　当社グループは、「中期経営計画2020年～2022年」において掲げております計画の実現に向け、アジア戦略の拠点

であるベトナムを中心に大きな進展が期待できる海外事業の拡大を図って参りましたが、新型コロナウィルス感染症

の影響による経済活動の制限が依然として続いていることから、成長戦略が停滞しており、グループ全体として十分

な収益力及び財務体質の改善に至っていない状況にあります。

　これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。このような状況を早期に解消すべ

く、下記に記載の対応策を実施することにより、収益性及び財務体質の改善を図って参ります

・今後の事業戦略について

　当社グループは、2022年６月10日付「中期経営計画2022年～2024年」において掲げております計画の実現に向け

て、『住宅設備メーカー企業から「住まいと暮らし」創造企業グループ』へ転換を図って参ります。従前から取り組

んできた基幹事業である衛生陶器事業に加えて、一般住宅向け太陽光発電システム及び蓄電池システム事業、また住

まいに関わる日用品などを販売するライフスタイル事業、投資関連事業を立ち上げ、新たな収益基盤の確保に努めて

参ります。

　しかしながら、これらの諸施策は新規事業の立ち上げも含まれていることから計画通りの進捗が確約されているも

のではなく、今後の事業の進捗状況によっては、資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性があることから、現時点では

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結

財務諸表に反映しておりません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当第２四半期連結累計期間において、新株予約権の行使により資本金が33,116千円、資本剰余金が33,116千円

増加しております。これにより、当第２四半期連結会計期間末の資本金は1,885,236千円、資本剰余金は483,027

千円となっております。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　法人税等の算定方法につきましては、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果になる場合には、税引前

四半期純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減したうえで、法定実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

　(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。) 等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどす

べての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また

書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、期首より

前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額は軽微であるため、第１四半期連結会計期間の期首から新た

な会計方針を適用しております。この結果、収益認識会計基準の適用による、当第２四半期連結累計期間の四半期連

結財務諸表に与える影響は軽微であります。

　また、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法に

より組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月

31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益

を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
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会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

（過去の誤謬の修正再表示）

　過年度より計上すべきであった製品保証引当金が計上されておりませんでした。前連結会計年度以前の累積的影響

額は、前連結会計年度の期首の資産、負債及び純資産の額に反映しております。この結果、前連結会計年度の期首の

純資産の額は8,018千円減少しております。

　また、当該修正再表示の結果、前連結会計年度の連結貸借対照表は、製品保証引当金が6,169千円増加し、利益剰

余金が同額減少しております。

　なお、当該誤謬の訂正に関する、四半期連結損益計算書及び、１株当たり四半期純利益、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益への影響はありません。

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 2020年12月１日　至 2021年５月31日）

当社グループは、住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 2021年12月１日　至 2022年５月31日）

当社グループは、住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、「中期経営計画2020年～2022年」において掲げております計画の実現に向け、アジア戦略の拠点で

あるベトナムを中心に大きな進展が期待できる海外事業の拡大を図って参りましたが、新型コロナウィルス感染症の影

響による経済活動の制限が依然として続いていることから、成長戦略が停滞しており、グループ全体として十分な収益

力及び財務体質の改善に至っていない状況にあります。

　これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。このような状況を早期に解消すべ

く、下記に記載の対応策を実施することにより、収益性及び財務体質の改善を図って参ります。

・今後の事業戦略について

　当社グループは、2022年６月10日付「中期経営計画2022年～2024年」において掲げております計画の実現に向けて、

『住宅設備メーカー企業から「住まいと暮らし」創造企業グループ』へ転換を図って参ります。従前から取り組んでき

た基幹事業である衛生陶器事業に加えて、一般住宅向け太陽光発電システム及び蓄電池システム事業、また住まいに関

わる日用品などを販売するライフスタイル事業、投資関連事業を立ち上げ、新たな収益基盤の確保に努めて参ります。

　しかしながら、これらの諸施策は新規事業の立ち上げも含まれていることから計画通りの進捗が確約されているもの

ではなく、今後の事業の進捗状況によっては、資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性があることから、現時点では継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結財

務諸表に反映しておりません。
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